
国北総第１３０号 

平成 26 年３月 11 日 

 

北海道の区域外に居住するアイヌの人々を対象とする施策の 

対象となる者を認定する業務に係る準則について 

 

 北海道の区域外に居住するアイヌの人々を対象とする施策の対象となる者を

認定する業務についての実施方針（平成 26 年２月 26 日アイヌ政策関係省庁連

絡会議申合せ）に基づき、北海道の区域外に居住するアイヌの人々を対象とす

る施策の対象となる者を認定する業務に係る準則を次のとおり定める。 

 

 

 

   北海道の区域外に居住するアイヌの人々を対象とする施策の 

対象となる者を認定する業務に係る準則 

 

（目的） 

第１条 実施機関は、この準則の定めるところにより、北海道の区域外に居住

するアイヌの人々を対象とする生活向上関連施策の対象となる者（以下「対

象者」という。）を認定する業務（以下「業務」という。）を行うものとする。 

 

（対象者） 

第２条 対象者は、北海道の区域外に居住していることにより、北海道庁が実

施する生活向上関連施策の対象とならない者であって、アイヌの血族（養子

は一代限りとする。）又は当該者（養子を除く。）と婚姻により同一の生計を

営んでいる者とする。 

 

（第三者委員会の設置） 

第３条 実施機関の長は、第５条第４項の意見を求めるため、有識者からなる

第三者委員会を設置するものとする。 

２ 第三者委員会は、法曹資格を有する者及び戸籍事務に知見のある者を含む

委員（実施機関の役職員及び対象者である旨の認定を受けようとする者（以

下「申請者」という。）と利害関係を有する者を除く。）で構成するものとす

る。 

３ 実施機関の長は、前項の委員の選任に当たっては、あらかじめ国土交通省

北海道局長の同意を得るものとする。 



 

（専門家の選任） 

第４条 実施機関の長は、次条第３項の調査を行うため、アイヌの歴史や言語

等の専門家（以下「専門家」という。）を選任することができる。 

２ 実施機関の長は、前項の専門家を選任する場合には、あらかじめ国土交通

省北海道局長の同意を得るものとする。 

 

（業務の手順） 

第５条 申請者は、申請書（様式１）及び申請書に示した添付書類を実施機関

の長に提出するものとする。 

２ 実施機関の長は、提出された申請書及び添付書類に基づき申請者の対象者

認定について審査を行うものとする。 

３ 実施機関の長は、前項の審査の遂行に際し、必要に応じ専門家への意見聴

取を行うなど、所要の調査を行うことができる。 

４ 実施機関の長は、第３条第１項の第三者委員会に対し、第２項の審査にお

ける手続に関し意見を求めるものとする。 

５ 実施機関の長は、前項の意見を踏まえつつ、第２項の審査の結果に基づき

申請者を対象者と認めるに足る十分な理由があると判断する場合は、申請者

を対象者と認定するものとする。 

６ 実施機関の長は、前項の対象者に対し、認定書（様式２－１）を交付する。

また、対象者と認めるに至らなかった申請者に対し、様式２－２により、そ

の旨を通知する。 

 

（業務の報告） 

第６条 実施機関の長は、申請書の受理件数、認定書の発行件数、第三者委員

会の開催状況等について年度毎に取りまとめ、毎年度終了後速やかに様式３

により国土交通省北海道局長に報告するものとする。 

 

（情報の管理） 

第７条 実施機関の役職員、第三者委員会の委員及び専門家は、業務に関して

知り得た情報を他者に漏らし、又は業務以外の目的に使用してはならない。

その職を退いた後も同様とする。 

 

 附 則 

 この準則は、平成 26 年３月 11 日から施行する。 



（様式１） 

申 請 書 

平成  年  月  日

【実施機関の長】 あて 

 北海道の区域外に居住するアイヌの人々を対象とする施策の対象

となる者であることを認定していただきたく、申請いたします。 

 なお、申請書に記入した内容は事実と相違ありません。 

【申請者】 

(フリガナ)  

生年月日

明 大

昭 平

年 月 日生

(満  歳) 
氏 名 

 

電話番号  

住 所  

申請理由  

【添付書類】 

〔１．必須書類〕 

 家系図及び戸籍謄本 

〔２．原則として添付しなければならない書類〕 

 除籍謄本 

※除籍謄本を取得できない場合、その自治体名を記入⇒（       ）

〔３．除籍謄本では根拠が不足する場合、添付しなければならない書類〕 

認定の根拠となる資料（資料名：          ）※写しでも可 



申請に当たっての注意事項 
 

 

１ 【申請者】について 

「電話番号」は、申請内容を確認することがあるので、日中連絡できる番号

を必ず記入してください。 

 

２ 【添付書類】について 

 (1) 「家系図」は、アイヌの血族等であることが確認できるよう作成してく

ださい。 

 (2) 「戸籍謄本」及び「除籍謄本」は、アイヌの血族等であることが確認で

きるよう先祖を遡って取得し、添付してください。 

 (3) 「除籍謄本」が市町村等に保管されていないため取得できないなど、除

籍謄本では根拠が不足する場合には、認定の根拠となる資料（書籍等）を

添付してください。 

 

 

３ 提出先・問合せ先 

  （実施機関の連絡先） 

戸籍謄本等について 

・戸籍は、本籍や家族関係が記載された公文書で、戸籍謄本は、その

内容全部を写したものです。 

・除籍謄本は、戸籍の全員が死亡や他の戸籍に移ったことで除かれた

戸籍の内容全部を写したものです。 

・戸籍謄本や除籍謄本は、現在電算化が進んでおり、電算化されたも

のは「全部事項証明（書）」という名称になっています。 

・戸籍制度が変更になった場合、新たな様式の戸籍が作成されますが、

それまでの古い様式の戸籍を「改製原戸籍」といい、「改製原戸籍」

の謄本も、先祖をたどる上で必要となる場合があります。 

・１通ごとに手数料が必要です。 

・郵送で取得できます。 



（様式２－１） 

認 定 書 

 

平成  年  月  日 

 

 （住  所） 

（氏  名） 殿 

（生年月日） 

 

【実施機関の長】  ㊞ 

 

 

あなたを「北海道の区域外に居住するアイヌの人々を対象とする

施策の対象となる者を認定する業務に係る準則」第２条に規定する

対象者と認めます。 

 

 

この認定書は、「北海道の区域外に居住するアイヌの人々を対象とする施策

の対象となる者を認定する業務についての実施方針」（平成 26 年２月 26 日ア

イヌ政策関係省庁連絡会議申合せ）に基づいて選定された【実施機関の長】が

発行したものである。 

 

  



（様式２－２） 

非該当通知書 

 

平成  年  月  日 

 

 （住  所） 

（氏  名） 殿 

（生年月日） 

 

【実施機関の長】  ㊞ 

 

 

あなたは、下記の理由により「北海道の区域外に居住するアイヌ

の人々を対象とする施策の対象となる者を認定する業務に係る準則」

第２条に規定する対象者に該当する者と認めるに至らなかったので、

その旨通知します。 

 

記 

 

 （理由）○○○であるため。 

 


